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（２）Higashiモデル A【為替レート】  
経済産業省モデル + 【独立変数】為替レート 
（３）Higashiモデル B【BBレシオ】  
経済産業省モデル + 【独立変数】為替レート +  BB レシオ（受注額÷売上額） 







のペース（1970 年より 2000 年まで年率 14％、2000 年以降年率 ７％）で半導体需要は増大し続け、市











1980 年代に全盛期を迎えた日本の IDM は、半導体産業構造の変化に適応できず、日米半導体摩擦と
いった政治的要因も手伝って 1990 年代から衰退の一途をたどった。日米半導体協定終結後の 1999 年以
降、生き残りをかけ日本の半導体企業は、大きな再編を行っている。 
現在も成長が続いている半導体市場とは異なり､半導体製造装置市場は 2000 年度をピークに現在もそ
の市場規模を超えることができていない｡2001 年以降､シリコンウェハのサイズが 200mm から現在主流





額とする経済産業省モデルと経済産業省モデルに独立変数である為替レートを加えた Higashi モデル A
【為替レート】により回帰分析を行った。分析期間は 1982 年度～2012 年度で、日米半導体協定と世界
的金融危機における日本の半導体企業再編それぞれが与えた影響を検証するため、2 期間（1982 年度～
2001 年度、2002 年度～2012 年度）にわけて回帰分析を行った。 






次に、日本の半導体企業の度重なる再編が実施された 2002 年度から 2012 年度までの約 10 年間につ
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いても同様に回帰分析を行った。1992 年度～2001 年度では統計的に有意であった Higashi モデル A【為
替レート】における為替レートは、統計的に有意な結果を見せなかった。このため、より統計分析を深



















数の候補として半導体市場における需給の先行指標である BB レシオ(Book-to-Bill Ratio) を取り上げ検
証した｡ 




産がアジアなどの北米以外の地域に広がり､世界の半導体需給の実態を表さなくなったため 1996 年 12
月に公表を廃止した｡ 
現在は、米国では SEMI（国際半導体製造装置材料協会）により､北米に本社を置く半導体製造装置企

























 第４章では、半導体企業および半導体製造装置企業の設備投資額と第３章にて考察した BB レシオと
の相関関係において、ラグ（半導体企業：△１年、半導体製造装置企業：△２年）設定後、全て正の相
関関係が認められたことを踏まえ、新たな独立変数として BB レシオを組み入れた Higashi モデル B【BB
レシオ】をくわえ、双方の設備投資に関する回帰分析を 1999 年度～2014 年度の期間で実施した。 
半導体企業および半導体製造装置企業の 1999 年度～2014 年度の期間における設備投資に関する回帰
分析を総括すると、半導体企業および半導体製造装置企業ともに、Higashi モデル A【為替レート】にお
ける為替レートのｔ値は有意でなく、Higashi モデル A【為替レート】はうまくいかなかった。半導体企















Iit ＝ b0 + b1OCFit + b2DRit-1 + b3BBt-1   R2adj＝0.655（0.002） 










企業 i の t 期の設備投資額 
企業 i の t 期のキャッシュフロー（連結営業キャッシュフロー） 
DRit ： 企業 i の t 期の負債比率（負債÷自己資本） 
BBt ： t 期の BB レシオ（機械受注統計） 
b0 ： 定数項、b1，b2，b3，： パラメータ 
 
半導体企業および半導体製造装置企業の設備投資モデルのＲ2adj は、一般的な判断基準であるＲ2adj＞
0.5 を上回っていることから一定の予測精度を確保しているものと考察される。 
 
第５章では、半導体製造装置企業は、技術革新により今後も微細化・集積化が進むという不確実性の
下に設備投資を実施するため、その意思決定には企業の戦略が深く関与していると考えられる。一方、
伝統的な管理会計思考における設備投資意思決定は、設備投資の経済性評価技法があげられる。この技
法は計算合理性に依拠しており、日本における先行研究ではその技法の精緻化や手続に関するものが多
い。計算合理性を高めることで不確実性を除去し、その意思決定はより有効になると考えられている。
半導体製造装置企業である A 社の事例をもとに、山本［1998］の戦略的投資決定のフレームワークを用
いて設備投資意思決定の現状を明らかにし、半導体企業および半導体製造装置企業の設備投資モデルを
新たな視点として加えて、半導体製造装置企業の設備投資意思決定の提示を試みた。この結果、企業の
戦略が深く関与していると考えられる半導体製造装置企業の設備投資決定と伝統的な管理会計思考にお
ける設備投資の経済性評価技法の相補的利用法を提示した。 
 
 
